
 

※記入例 

（様式第７） 

第○○○○号 

平成２８年○月○日 

一般財団法人エンジニアリング協会 

理事長 佐藤 雅之 殿 

申請者 住所 東京都港区虎ノ門 ○-○-○ 

氏名又は名称 株式会社 ○○石油     

代表者名 代表取締役社長 ○○ △△ 印   

 

平成２８年度高圧ガス設備の耐震補強支援事業補助金 

（高圧エネルギーガス設備の耐震補強支援事業） 

実績報告書 

 

高圧ガス設備の耐震補強支援事業補助金（高圧エネルギーガス設備の耐震補強支援事業）業務方

法書第１７条第１項の規定に基づき、下記の通り報告します。 

 

記 

 

１． 実施した間接補助事業 

（１）交付決定番号 

第○○○○号 

 

 （２）間接補助事業の内容 

「○○製油所」球形貯槽のブレースに対する耐震補強において調査・設計・工事を行

い、№○○貯槽の耐震性の向上を図った。 

 （３）重点的に実施した事項 

    告示２５０号対応のみならず現行基準に適合するための下記を実施した。 

１） 耐震補強工事に係る設計に必要な調査 

２） 耐震補強工事に係る設計 

３） 耐震補強工事 

 （４）間接補助事業の効果 

「○○製油所」№○○貯槽の耐震性能の向上を図ることができた。 



 

 

２．間接補助事業の収支決算 

 （１）収入                             （単位：円） 

項    目 金     額 

自 己 資 金 

補助金充当額 

３３，６０１，０００ 

３３，５９９，０００ 

合    計 ６７，２００，０００ 

 

（２）支出 

 （イ）総括 

区分 

補 助 事 業 に 

要 し た 経 費 
補 助 対 象 経 費 補助金充当額 

計画額  実績額 計画額 流用額 流用後額 実績額 交付決定額 実績額 

１,設計調

査費 

2,500,500 2,562,500 2,500,500 62,000 2,562,500 2,562,500 1,281,000 1,281,000 

２,設計費 3,001,000 3,037,500 3,001,000 36,500 3,037,500 3,037,500 1,518,000 1,518,000 

３,部品・

機器費 

5,500,000 5,800,000 5,500,000 300,000 5,800,000 5,800,000 2,900,000 2,900,000 

４,工事費 51,500,000 51,500,000 51,500,000  51,500,000 51,500,000 25,750,000 25,750,000 

５,その他

経費 

5,000,000 4,300,000 5,000,000 -398,500 4,601,500 4,300,000 2,150,000 2,150,000 

合計 67,501,500 67,200,000 67,501,500 0 67,501,500 67,200,000 33,599,000 33,599,000 

 

  （ロ）経費の内訳（各経費の配分ごとの実績の内訳を記載） 

「事業費実績書（別紙３）」による。 

 

（注１）当該年度に財産を取得しているときは、業務方法書第２４条第２項の規定に基づき、様

式第１１による取得財産等管理台帳・取得財産等明細表を添付することとする。 

 

（注２）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して報告する場合は、次の算式を明記

すること 

補助金所要額－消費税及び地方消費税に係わる仕入控除税額＝補助金額 

 

 

 

 

 

 



 

 

 [記入要領] 

・実績報告書の記載要領 

第○号 ：本間接補助事業者での書類番号を記入 

日 付 ：本事業が完了の日から起算して 30 日以内又は平成 29 年 2月 28 日のいずれか早い

日を記入（業務方法書第 17 条） 

1.（1） ：交付決定時エンジニアリング協会（以下ＥＮＡＡ）より発行した交付決定番号を

記入 

1．（2） ：本間接補助事業の内容を記入 

1．（3） ：本間接補助事業の重点項目を記入 

1．（4） ：本間接補助事業を実施した結果、どのような効果が得られたか記入 

2．（1） ：項目は、本事業における自己資金等について原資名及び金額を具体的に記入して

下さい。（原資例：自己資金、借入金等） 

金額は、自己資金及び補助金充当額を記入 

 自己資金部分 ＝ 補助事業に要した経費合計 － 補助金充当額交付決定額 

 補助金充当額 ＝ 補助金充当額交付決定額 

2.(2)(イ) ：本間接補助事業に要した費用を補助対象経費の区分毎に記入 

・補助対象経費の区分は、業務方法書別表１に示す 5項目とし、それぞれの小計

を記入。 

・補助事業に要した経費 計画額：交付申請時あるいは、計画変更した場合は計

画変更時の補助金計画額を記入。 

・補助事業に要した経費 実績額：本間接事業に要した全ての実績額を記入。 

・補助対象経費 計画額：補助対象の交付申請時あるいは、計画変更した場合は

計画変更時の補助金計画額を記入。 

・補助対象経費 流用額流用：補助対象経費の区分毎に、10 パーセント以内で

流用する場合に記入。（業務方法書第 12 条）流用がない場合は、「０（ゼロ）」

と記入。 

・補助対象経費 流用後額：流用後の補助金計画額を記入。 

・補助対象経費 実績額：補助対象内での実績額を記入。 

・補助金充当額 交付決定額：補助対象経費流用後と同実績額の小さい方に補助

率（１／２等）を乗じた金額を記入。（千円未満切捨て） 

・補助金充当額 実績額：補助対象経費実績額に補助率（１／２等）を乗じた値

を記入。（千円未満切捨て） 

2.(2)(ロ) ：2.(2)(イ)各区分内容の実績時の内容を記入 

 参照：記入例「事業費実績書（別紙３）」 

 

 

〔参考〕 ２．（２）の（イ）（ロ）の詳細記入要領は別紙「実績報告書収支決算書（参考）」 

（エクセルシートにより自動計算されます。） 

 


